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データから見た業界の動き（平成28年2月分）
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業界の動き
▶データから見た

▶ 売 上 高 （前年同月比）

▶ 収益状況 （前年同月比）

▶ 景 況 感 （前年同月比）
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業界からの報告

●DI値 ▲12（前年同月比▲6）
●業種別DI値
　製造業 ▲15（前年同月比▲10）
　非製造業 ▲10（前年同月比▲3）
●前月比DI値
　製造業 20ポイント改善
　非製造業 不変

●DI値 ▲6（前年同月比＋18）
●業種別DI値
　製造業 ▲20（前年同月比＋10）
　非製造業 ＋3（前年同月比＋17）
●前月比DI値
　製造業 20ポイント改善
　非製造業 不変

●DI値 ▲16（前年同月比＋12）
●業種別DI値
　製造業 ▲25（前年同月比▲5）
　非製造業 ▲10（前年同月比＋23）
●前月比DI値
　製造業 20ポイント改善
　非製造業 3ポイント悪化
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　当社は、介護保険制度が施行される前年の1999年に設立し、在宅
介護サービスを中心に、介護保険制度と共に歩んできました。
　介護保険制度が始まった2000年の介護給付費は3.6兆円でしたが、
現在は10兆円を超え、今後、団塊の世代の方が75歳以上となる2025
年には倍の20兆円になると見込まれ、将来に向けて財源不足が深刻
になると思われます。
　これまでも3年に1度の介護報酬の改正を繰り返しながら、内容や支
え方が変化してきました。昨年の改定では▲2.27%と厳しい改定とな
る一方で、急速に増加している認知症への対応強化や介護職員の処遇
改善加算の増額などが含まれ、事業者が必要な支援をしながらより良
いサービスを積極的に目指していく「質」の向上に加算していくという
方向も明確になりました。
　日本の目指す介護の将来像は、要介護状態になっても住み慣れた地

域で自分らしく生活が出来るよう「介護」「医療」「予防」「住まい」「生活
支援」の分野が連携をして在宅生活を支援する「地域包括ケアシステ
ム」を目指しています。
　また、今まで全国一律に行われていた介護予防は、平成27年度から
3年かけて、それぞれの地域の実情に合わせた市町村単位での事業に
移管され、ボランティア等の活用も含めたものへと変わっていきます。
　今後、介護事業者は、より介護度が高い方を対象に専門的なスキル・
知識が求められると同時に、専門職同士の連携により利用者に分かり
やすく説明し内容を理解してもらうことも大事になります。
　これからも変化は加速していきますが、介護保険の方向性をしっか
り把握しながら、最終的には「人」による「人」へのサービスとして安心、
満足、喜んでもらえるよう努めていきたいと考えています。
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　平成28年2月の山梨県内の全業種のDI値（前年同月）で比較すると売上高で6
ポイント悪化したが、収益状況で18ポイント、景況感は12ポイントと改善傾向にあ
る。前月比で比較しても売上高、収益状況で8ポイント、景況感でも6ポイント改善
している。
　しかし、非製造では前月比の売上高、収益状況は不変だが、景況感だけが3ポイ
ントと悪化した。これは、長引く暖冬から一転して記録的な大寒波に見舞われたこ
とにより、これまでの物価の高騰等による消費者マインドの低迷や公共事業の減
少が県内の景況感をさらに冷え込ましていることが要因と見られる。
　一方、原油価格が12年ぶりの低水準になっていることから市場価格も下落が続
いており長引く原材料等のコスト増に苦しむ企業の負担を和らげているが、石油
製品を販売するガソリンスタンドでは売上の減少に繋がり資金繰りが厳しくなって
いるとの報告や後継者、人手不足等建設業界を中心に深刻化しているとの報告が
寄せられた。
　これまで円安が追い風となり、中国等からの訪日旅行
客によるインバウンド消費が宿泊業を中心に拡大して
きたが、2月の春節時の中国人旅行客は、昨年を若干
下回ったことから中国経済の減速の影響が徐々に出
始めている。
　今後、中国経済の先行き不安や原油価格の下落に
よる資源国経済の低迷等により円高、株価安に拍車
がかかり、世界経済の下振れが地方経済を萎縮させ
景気悪化を後押ししないか懸念するが、日銀による
ゼロ金利政策を上手に活用して中小･小規模企業者
の経営体質を見直す良い機会にして欲しい。

●情報連絡員からの景況報告の概要
2月分
平成28年

　根津 宏次 氏 

　介護保険制度とともに歩み、より成長する企業へ　介護保険制度とともに歩み、より成長する企業へ

■製造業
●食料品（水産物加工）／ホテル・レストラン
等向けの生食材は不調だが、ギフト商品
（葬儀用）が伸長し、全体の売上は前年同
月比99.8%。

●食料品（洋菓子製造）／自社製品は専門
店向けは良かったが、量販店向けが不調。
輸出も前年度割れしたが、OEMの焼菓子
が好調だったため全体の売上は101%。

●繊維･同製品（織物）／全体的に業況は低
迷。

●繊維･同製品（アパレル）／暖冬で冬物が
低調だったが、春物に移行して忙しくなって
きた。

●木材・木製品製造／例年2月の売上は落
ち込むが、今年は消費税アップを見越した

駆け込み需要が多少あるためか売上増。
●印刷／廃業予備軍が増加しており、業界
が縮小傾向。

●窯業・土石（山砕石）／公共工事の減少に
より前年を大きく下回る出荷状況が続いて
いる。

●鉄鋼・金属／悪い状況が続いている。
●一般機器／受注、売上ともに悪化状態が
続いている。

●電気機器／全般的に受注量は昨年10月
頃から減少が続いている。

●その他(貴金属)／利益率の良い商品の
み製造する傾向が高まっている。また、材
料を支給してもらい製造するケースが増え
てきた。

■非製造業
●小売（青果）／天候不順により、野菜・果実
の入荷量の減少により価格が上昇。

●小売(食肉)／国産豚肉・牛肉の価格も昨
年度から高止まっているため、売上は横ば
いか多少下降傾向。

●小売（電機製品）／業況としては、前年同
月比106%。テレビは横ばいだが、エアコン
は暖冬の影響もあり大幅ダウン。冷蔵庫は
前年同月比107%と好調。

●小売（事務機文具）／底をついた状況が続
いている。

●小売（石油）／原油価格が12年ぶりの低
水準になっており、市場価格も下落が続い
ている。消費者にとっては良いことだが、販
売価格の低下は売上の減少に繋がり、資
金繰りが厳しい。

●商店街①／天候不順により、来街者は減
少したが、新たに2店開店したため空き店
舗の減少に繋がった。

●商店街②／廃業、撤退が相次いでいる。
●不動産取引／時節柄、賃貸物件の動きが
大きい。土地の購入希望者が増加傾向に
あるが、2世代住宅の建築は減少傾向。

●宿泊業／2月は春節のため中国人旅行客
の増加を期待したが、昨年を若干下回っ
た。

●警備業／交通誘導の受注は好調だが、警
備員の高齢化と人手不足は依然として深

刻な状態が続いている。
●建設業（総合）／2月の県内公共工事動向
は、前年同月に比べ件数で19%、請負金
額で35%減少。2月までの累計では、件数
10%、請負金額14%減少。

●建設業（型枠）／リーマンショック以上に酷
く、かつて経験がないくらい仕事がない。

●建設業（鉄構）／人手不足に悩んでいる企
業が多い。

●設備工事（電気工事）／組合員の高齢化、
後継者不足等により業界が縮小傾向。

●設備工事（管設備）／公共工事やアパート
賃貸物件の増加により売上は増加、販売
価格は円安による原材料値上がりにより価
格上昇が続いている。

●運輸（バス）／1月15日に発生した軽井沢
のバス事故を契機に、バス会社に対する利
用者の目が厳しくなった。そのため、日本バ
ス協会が認定する「貸切バス事業者安全
評価制度」の評価認定を受けるバス会社
の申請が急増している。（山梨県内の貸切
バス事業社数71社中、認定事業者は3社
のみ）

●運輸（トラック）／燃料価格の値下りによ
り、多少収益状況が好転し始めた。しかし、
原油の高騰等が長期に亘り続いていたた
め、総体的には経営が好転したわけではな
い。

株式会社やさしい手甲府　代表取締役社長
（協同組合山梨安心サービス　理事長）


